
 

 

 

第５次男女共同参画基本計画（案）抜粋  

 

※原案とされるものを番組内で再現しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

また、遺族年金についても、社会経済状況の変化に合わせて見直しを行う必要が 

ないか検証する。【厚生労働省】 

・ 配偶者の収入要件があるいわゆる配偶者手当については、税制・社会保障制度と 

ともに、就業調整の要因となっているとの指摘があることに鑑み、配偶者の働き方 

に中立的な制度となるよう、労使に対しその在り方の検討を促すことが重要であり、 

引き続きそのための環境整備を図る。【厚生労働省】 

②  女性の就業者数が増加し、婚姻後も仕事を続ける女性が大半となっている中で、 

女性の約 96％が結婚に伴い氏を変更しているという現状がある。家族形態の変化 

や生活様式の多様化も進んでいる。こうした中で、婚姻前の氏を引き続き使えない 

ことが婚姻後の生活の支障になっているとの声もある。具体的には、論文の連続性 

が認められないなど仕事の実績や成果が引き継がれない、 旧姓の通称使用は企業 

と本人にコストがかかる、など女性活躍の妨げになっている、 

 ・ パスポートの旧姓併記については、国外では旧姓の通称使用が理解されないこ 

とから、パスポートの所持人が渡航先国の出入国管理当局から説明を求められたり 

する等、渡航や外国での生活等において支障を来すことがある、 

・ 実家の姓が絶えることを心配して結婚に踏み切れず少子化の一因となっている、 

等の意見が寄せられている。 

また、最高裁判所大法廷判決（平成 27 年 12 月 16 日。以下「最高裁判決」とい 

う。）は、民法の規定する夫婦同氏制について、「氏は、家族の呼称としての意義が 

あるところ、現行の民法の下においても、家族は社会の自然かつ基礎的な集団単位 

と捉えられ、その呼称を一つに定めることには合理性が認められる。」などとし、 

民法の規定する夫婦同氏制は憲法に反しないと判示したが、３名の女性の裁判官か 

らの意見として、「夫の氏を称することは夫婦となろうとする者双方の協議による 

ものであるが、96％もの多数が夫の氏を称することは、女性の社会的経済的な立場 

の弱さ、家庭生活における立場の弱さ、種々の事実上の圧力など様々な要因のもた 

らすところであるといえるのであって、夫の氏を称することが妻の意思に基づくも 

のであるとしても、その意思決定の過程に現実の不平等と力関係が作用しているの 

である。」との指摘がされている。 

  国際社会において、夫婦の同氏を法律で義務付けている国は、日本以外に見当た 

 らない。女子差別撤廃委員会の総括所見においては、平成 15（2003）年以降、繰 

り返し現行の制度について懸念が表明されており、実際、令和元（2019）年の 

「ジェンダーギャップ指数」（GGI）が 153 か国中 121 位となっているなど、我が 

国の女性 の地位に係る国際的な評価は著しく低い状況にある。制度の在り方の検 

討に当たっては、こうした国際的な視点も踏まえていく必要がある。 

 

 

 



国民意識の動向をみると、平成 29（2017）年 12 月に実施された「家族の法制に 

関する世論調査」では、選択的夫婦別氏制度の導入について「夫婦が婚姻前の名 

字（姓）を名乗ることを希望している場合には、夫婦がそれぞれ婚姻前の名字（姓） 

を名乗ることができるように法律を改めてもかまわない」とする回答は 42.5％と 

５年前に比べて増加しており、特に 18 歳から 49 歳の女性では 50％を超えてい 

る。他方、「婚姻をする以上、夫婦は必ず同じ名字（姓）を名乗るべきであり、現 

在の法律を改める必要はない」とする回答は 29.3％、「夫婦が婚姻前の名字(姓)を 

名乗ることを希望していても、夫婦は必ず同じ名字(姓)を名乗るべきだが、婚姻に 

よって名字（姓）を改めた人が婚姻前の名字（姓）を通称としてどこでも使えるよ 

うに法律を改めることについては、かまわない」とする回答は 24.4％となっている。 

また、現在の夫婦同氏制は、明治 31（1898）年の採用以来、120 年余りの歴史が 

あり、別氏を選択した夫婦の場合、夫婦の名字（姓）が違うと夫婦の間の「子ども 

にとって好ましくない影響があると思う」とする回答が 62.6％とある一方で、「家 

族の名字（姓）が違っても、家族の一体感（きずな）には影響がないと思う」との 

回答が 64.3％となっており、最高裁判決において、民法第 750 条の規定は憲法第 

13 条（個人の尊重・幸福追求権・公共の福祉）及び第 14 条第１項（法の下の平 

等）、第 24 条（家族生活における個人の尊厳と両性の平等）に違反するものでは 

ないとされ、また、同判決において、「いわゆる選択的夫婦別氏制」について、「そ 

のような制度に合理性がないと断ずるものではない。」とされた上で、「この種の制 

度の在り方は、国会で論ぜられ、判断されるべき事柄にほかならない」とされてか 

ら５年が経過している。なお、同判決では、15 名の裁判官のうち５名の裁判官（３ 

名の女性の裁判官を含む）が、同規定について、憲法第 24 条に違反する等の意見 

を述べている。 

以上のような状況に加え、我が国では、少子化急激に進行一人っ子同士であるこ 

とや、氏の問題で結婚をためらう人もあるとの声がある中で、若い世代が将来に展 

望を持ち、希望を実現できる社会にしていくために、様々な課題に正面から立ち向 

かっていく必要がある。 

新しい令和の時代において、国民の多様な声を真摯に受け止め、「誰一人取り残さ 

ない」社会の実現に向けて、婚姻前の氏を使用することができる具体的な制度の在 

り方について、国会において速やかに議論が進められることを強く期待しつつ、国 

会での議論の動向等を踏まえ、政府においても必要な対応を進める。 

【法務省】 

 ③ 婚姻により改姓した人が不便さを感じることのないよう、引き続き旧姓の通称使用 

の拡大やその周知に取り組む。【関係府省】 

 

 （以下略） 


